
平成２３年度当初予算の要求の概要（主な事業）

（注）「分類」欄の☆印は、予算要求枠区分における重点調整経費に該当する事業である。

Ⅰ 活力あるしまね

１．ものづくり・ＩＴ産業の振興
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

1 ☆ しまねのものづくり 325,439 ○生産・製造技術の課題解決のために技術アド 304,833 ○事業費精査 商工労働部

一部 産業活性化プロジェ バイザーの派遣や首都圏等での販路開拓の取 [産業振興課]

経対 クト 組を強化するなど、ものづくり企業を支援

①しまねのものづくり高度化支援事業

・県内製造業の競争力強化を図るため、経営

管理や技術力の強化を支援

②戦略的取引先確保推進事業

・県内企業の販売力強化を図るため、首都圏

等の県外市場開拓を支援

③しまね産学官連携促進支援事業

・企業のニーズと大学等の持つ技術シーズと

のマッチングを図り、県内企業の製品開発

力等を強化

④技術革新支援総合助成事業

・省エネ、新エネ、環境関連、省力化、低コ

スト化等の技術革新に対応した新製品の試

作・開発費を補助

⑤ものづくり産業戦略的強化事業

・集積業種や業界グループが取り組む国内・

国外に向けた経営戦略の構築、戦略的な技

術対策・販路拡大などを関係機関と連携し

て支援

⑥次世代自動車等関連産業支援事業

・次世代自動車に関連する技術動向、市場動

向を研究し、企業の新たなビジネス分野へ

の進出を支援

⑦地域産学官共同研究拠点事業

・電気電子産業の競争力強化を図るため、『し

まね電気電子産業高度化支援拠点』を活用

し、県内企業支援と技術人材の養成を実施
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Ⅰ 活力あるしまね

１．ものづくり・ＩＴ産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

2 ☆ しまねＩＴ産業振興 221,072 ○県外市場からの業務獲得を目的として、人材 150,632 ○事業費精査 商工労働部

事業 ・技術力・企業の集積による競争力強化を図 [産業振興課]

るとともに、情報発信と販路拡大支援を実施

①ＩＴ人材育成支援事業

・Ruby講座の開催等

②Ruby利用開発促進事業

・県業務システムへのRuby導入を促進

③Ruby導入促進支援事業

・市町村等の情報系システムのRuby導入に対

し助成

④ＩＴ産業 新技術研究開発助成事業

・県内企業・大学等の研究開発に対する助成

⑤Rubyビジネスモデル創出支援事業

・先駆的な手法を用いて受託開発を実践する

企業の取り組みを支援

⑥ ITサービス開発助成事業

・最終製品の開発や、クラウドを活用した新

たなＩＴサービスの開発経費に対し助成

⑦Rubyビジネスプラットフォーム整備支援事

業

・Rubyをビジネスで利用する際の課題の解決

及びRuby自体の発展を図るため、民間推進

組織に対しソフト整備費用の補助等を実施

⑧Ruby技術会議開催事業

・先進的な技術情報を発信するための国際的

なイベント開催を支援

⑨しまねITビジネス拡大支援事業

・業界のニーズを反映したシンポジウムやセ

ミナーを県内外で開催

⑩Rubyビジネスモデル普及啓発事業

・業態変化を目指した人材育成や受託開発の

実践を促すため、セミナー等を開催
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Ⅰ 活力あるしまね

１．ものづくり・ＩＴ産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

3 ☆ 新産業創出プロジェ 285,300 ○競争力のある新技術や新素材を活用した新事 285,300 ○要求どおり 商工労働部

クト 業展開を実現・拡大するため、事業化に向け [産業振興課]

た企業との共同開発と市場開拓等を推進

①新産業創出プロジェクト推進事業

・技術開発、技術移転等を戦略的に推進

・新規研究テーマの探索・調査、専門家へ意

見聴取等を実施

②熱制御システム開発プロジェクト

・高熱伝導材料について、県内での事業化を

目指す企業との共同研究開発と、開発材料

のさらなる品質の向上に向けた研究開発及

び市場開拓支援を実施

③新エネルギー応用製品開発プロジェクト

・色素増感太陽電池について、県内での事業

化を目指す企業との共同研究開発と、さら

なる性能の向上に向けた研究開発及び市場

開拓支援を実施

④機能性食品産業化プロジェクト

・県内農林水産物を活用した産学官連携によ

る機能性食品の研究開発、全国規模の展示

会への出展等による販路拡大支援及び販路

拡大戦略の推進

⑤プラズマ熱処理技術開発プロジェクト

・プラズマ熱処理技術を活用して事業化した

企業の事業拡大への支援と県内企業へのさ

らなる技術移転及び人材育成を実施

⑥ＩＣＴ技術開発プロジェクト

・デジタルコンテンツ開発技術を活用した県

内外企業の連携による事業展開の促進と企

業誘致に向けた人材育成を実施
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Ⅰ 活力あるしまね

１．ものづくり・ＩＴ産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

4 経対 建設産業経営革新促 119,116 ○公共事業の縮減による建設産業の経営状況の 119,197 ○単価の見直しによる 土木部

進事業 悪化に伴う地域経済・雇用への影響を考慮 [土木総務課]

し、地域に根ざした活力ある建設産業を目指 [技術管理課]

し支援を実施

①建設産業総合相談事業

・建設産業の経営合理化、新分野進出、合併

等の様々な相談に対応する相談体制を整備

②経営支援アドバイザー派遣事業

・経営革新、新分野進出及び事業承継等を検

討している建設産業に専門アドバイザーを

派遣

③経営革新トップセミナー

・企業合併、企業連携や新分野進出を促進す

るトップセミナーを開催

④建設産業活性化事業

・市町村等と建設産業が連携して、地域の課

題への対応について検討する協議会を設置

し、この課題から新分野進出に向けた取り

組みに対し連携、協力

⑤新分野進出支援事業助成金

・新分野進出のための初期調査、販路拡大、

事業拡張のための調査に対する助成金

⑥新分野進出促進事業補助金

・新分野事業の開始に向けた初期投資への補

助

・地域の課題に対応した事業の拡張に係る補

助

⑦しまね・ハツ・建設ブランド市場開拓事業

・県内の建設業者等が保有する独自の新技術

・新工法等の販路開拓のための宣伝広告に

要する経費を助成

5 企業誘致のための各 1,626,451 ○初期投資の軽減等を行う各種助成制度を活用 1,626,451 ○要求どおり 商工労働部

種助成事業 して、本県への企業誘致等を推進 [企業立地課]

・企業立地促進助成金

・ソフト産業家賃等補助金

・特定通信費補助金

・ソフト系ＩＴ産業航空運賃補助金

・生産拠点化支援補助金
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Ⅰ 活力あるしまね

２．自然が育む資源を活かした産業の振興
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

6 ☆ しまねの元気な郷づ 81,550 ○農林水産品の生産だけでなく、農産加工や農 63,000 ○事業費精査 農林水産部
さと

くり事業 家レストランなどの経営の多角化や加工業者 ［農畜産振興課］

や量販店等との資本提携・契約 取引などに

より、所得・雇用の拡大に率先して取り組み、

産地や地域を牽引する経営体を支援

【事業内容】

（１）戦略立案への支援

・先進地調査、アドバイザー派遣、新商品開

発の支援に要する経費の１／２を補助

（２）創業に必要な初期投資への支援

・施設等の新設、改修、加工機器等の機械導

入に要する経費の１／３を補助

【事業期間】Ｈ２２～Ｈ２４

7 経対 耕作放棄地再生利用 65,000 ○地域耕作放棄地対策協議会が行う耕作放棄地 65,000 ○要求どおり 農林水産部

緊急対策基盤整備事 の用排水施設や鳥獣害防止施設等の整備を支 ［農村整備課］

業 援

・基盤整備 2,350千円/ha×100ha×1/4

・鳥獣害防止施設 3千円/m×1,800m×1/2

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３
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Ⅰ 活力あるしまね

２．自然が育む資源を活かした産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

8 一部 農林水産振興がんば 241,000 ○農林水産戦略プランの地域プロジェクトを具 241,000 ○要求どおり 農林水産部

経対 る地域応援総合事業 体的に推進するため、地域ブランドの育成や ［農畜産振興課］

新規就農者の初期投資軽減など、地域の農林

水産業が抱える諸課題の解決・改善に向けた

取組を支援

・地域提案型フリープラン方式及びメニュー

選択方式により、ソフト及びハードを支援

【補助率】ソフト事業＝１／２以内

ハード事業＝１／３以内

【事業期間】Ｈ２０～Ｈ２３

○新分野に進出した農業法人等を支援

・ふるさと雇用再生特別基金事業で委託契約

を交わす農業法人等が、新たな分野に進出

するための調査・研究活動、施設・機械整

備等の取組を支援

【補助率】ソフト事業＝１／２以内

ハード事業＝１／３以内

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

9 新規 みんなでつくる「し 62,000 ○しまね農業の「環境保全や食の安全」のブラ 62,000 ○要求どおり 農林水産部

☆ まね有機の郷」事業 ンドイメージを向上させるとともに、ＵＩタ ［農畜産振興課］

ーン者等の受入れによる担い手育成と定住化

を推進するため、地域からの企画提案等によ

る有機農業の取組を支援

【事業内容】

①企画提案事業

［事業主体］農業者、消費者団体、市町村等

［補助率］ソフト1/2、ハード1/3

・チャレンジコース

（新規参入や有機農業への転換等の試行）

・実践コース

（本格展開、規模拡大）

②県サポート事業

・ネットワーク会議の開催

・オーガニックフェアやフォーラムの開催

・有機米の実証研究

・ＪＡＳ認定取得支援 など
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Ⅰ 活力あるしまね

２．自然が育む資源を活かした産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

10 一部 企業の農業参入促進 167,488 ○農業参入企業が、地域農業の中核的担い手と 167,488 ○要求どおり 農林水産部

経対 事業 して、持続的かつ発展的な経営を展開すること [農業経営課]

が、本県農業の活性化を図るうえできわめて有

効であることから、積極的な企業の農業参入を

推進

【事業内容】

企業参入・連携支援事業費補助金

（１）ソフト事業

企業が行う農業生産活動や、加工･流通･販

売等の機能強化に向け関連企業と行う連携

実践活動に要する経費の１／２を補助

【事業期間】Ｈ２０～Ｈ２３

（２）ハード事業

新たに企業等が農業参入する際、又は既参

入企業等が経営拡大に取り組む際に必要な

機械･施設等の整備に要する経費の１／３

を補助

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

11 経対 就農者確保緊急総合 66､257 ○農林水産業への就業支援を強化することによ 73,457 ○ＵＩターン就農者定住定着支援事 農林水産部

支援事業 り、県内農林水産業の担い手を育成・確保 業について、助成単価を拡充 [農業経営課]

ＵＩターンによる新規就農者の定住・定着を

促進するため、兼業収入を加えた「農業＋α」

型の就農支援を行うことにより、農業・農村

の担い手を育成・確保

（１）就農者確保緊急総合支援事業

①就業プランナー活動事業

・２名の就業プランナーを設置し、県内外か

らの農林水産業の就業者確保を促進

②島根農林水産業のＰＲ強化事業

・県内外に島根農林水産業のＰＲ活動を促進

③雇用就農研修経費助成事業

・新規雇用を行う農業法人等に対し、研修費

を支援

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

（２）ＵＩターン就農者定住定着支援事業

①自営就農研修経費助成事業

・ＵＩターンにより自営就農する場合、研修

期間中の研修費を支援

②農業＋α実践者就農前研修経費助成事業

・ＵＩターンにより兼業就農する場合、研修

期間中の研修費を支援

③農業＋α実践者定住定着助成事業

・ＵＩターンにより兼業就農を開始した場

合、営農経費等を支援

【事業期間】Ｈ２２～Ｈ２３
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Ⅰ 活力あるしまね

２．自然が育む資源を活かした産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

12 新規 島根の水田利活用総 35,000 ○国の戸別所得補償制度の本格実施に向けて、 35,000 ○要求どおり 農林水産部

☆ 合促進対策事業 水田不作付地の解消のため、新規需要米（飼 ［農畜産振興課］

料用米、米粉用米、稲ＷＣＳ〈発酵粗飼料〉

等）や加工用米の生産・需要拡大の取組及び

水田の多面的利用な利用を支援

【事業内容】

①飼料用米需要拡大推進事業

・肥育農家での飼料米給与実証

②米粉用米需要拡大推進事業

・学校給食の米粉食材導入実証、ネットワー

ク構築等

③新規需要米等拡大条件整備支援事業

・新規需要米等の生産拡大に繋がる施設等整

備に対する支援

［事業主体］担い手組織、市町村、JA等

［補助対象］機械、施設

［補助率］1/3

④水田の多面的利活用確立事業

・中山間地域等の不作付地の解消を図るた

め、新規導入作物の生産・流通・販売の確

立に向けた水田の新たな利活用の提案事業

に支援

［事業主体］担い手組織、市町村、JA

NPO法人等

［補助対象］実践活動経費

［補助率］1/2

13 経対 高能力乳用初妊牛緊 5,160 ○酪農経営の安定を図るため、事業実施主体が 5,160 ○要求どおり 農林水産部

急導入対策事業 基金を造成し、酪農家が高能力乳用初妊牛を ［農畜産振興課］

購入する場合に、１頭当たり

４３千円を支援

【実施主体】

全国農業協同組合連合会島根県本部

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

【導入頭数】４８０頭

Ｈ２１：１６０頭

Ｈ２２：２００頭

Ｈ２３：１２０頭
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Ⅰ 活力あるしまね

２．自然が育む資源を活かした産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

14 第１０回全国和牛能 13,466 ○平成２４年に長崎県で開催される第１０回全 13,466 ○要求どおり 農林水産部

力共進会出品対策事 国和牛能力共進会において優秀な成績を獲得 ［農畜産振興課］

業 するとともに全国に「しまね和牛」の能力の

高さをＰＲするための、出品対策を実施。

【事業内容】

（１）出品対策会議

県本部出品対策委員会、本部地区合同会議

の開催

（２）集合選抜会の開催

候補牛の選抜会の実施

（３）出品強化対策

出品候補牛の飼養管理指導、調教指導等

（４）出品牛確保費

出品候補牛の導入助成

（５）肥育候補牛の価格補償

指定種雄牛の産子を生産した繁殖農家への

産子取得謝礼とその子牛を導入した肥育農

家への助成

（６）巡回指導経費等

【事業期間】Ｈ２０～Ｈ２４

15 経対 県産品販路拡大事業 72,674 ○県産品の販路拡大を図るため、大消費地を対 71,352 ○事業費精査 農林水産部

象に事業者が取 り組む販売促進活動を支援 商工労働部

【主な事業】 [しまねブランド

①商談会出展等事業 推進課]

日本最大級の食品展示商談会（ＦＯＯＤＥ

Ｘ）やスーパーマーケットトレードショー、

中四国ビジネスフェアへの出展支援、及び

ふるさとフェアでの商談会開催

②島根の地酒販路拡大事業

酒販卸業者等とのマッチングや商談会への

出展を支援

③インターネットを活用した県産品販路拡大

事業

オンラインショップサイト（まち楽島根）

への出展支援やＷｅｂ上で国内外の物産展

の開催及びリアル物産展の開催

④加工食品セールスサポート事業

一定の基準に達した県産品を、流通・販売

に精通したバイヤーがスーパーに直接商談

を実施

⑤「しまね食材協力店」設置事業

広島地区及び関西地区で県産食材を取り扱

う店舗を「しまね食材協力店」に指定し、

県産品のマッチングを支援
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Ⅰ 活力あるしまね

２．自然が育む資源を活かした産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

16 経対 森林整備加速化・林 949,544 ○間伐、路網整備、高性能林業機械の導入、木 949,544 ○要求どおり 農林水産部

業再生事業 材加工流通施設整備等、森林整備から木材の ［林業課］

（中山間地域等活性 伐採・搬出・利用までの一体的取組を支援

化基金） 【事業内容】 【補助率】

間伐、路網整備 定額

高性能機械の導入 １／２以内

木材加工流通施設整備 １／２以内

木造公共施設整備 定額 など

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

17 経対 県産木材を生かした 40,000 ○県産木材を利用した住宅等の新築、増改築及 40,000 ○要求どおり 農林水産部

木造住宅づくり支援 び修繕工事に対し、その経費の一部を助成 ［林業課］

事業 【Ｈ２３助成戸数】４１０戸

森林整備加速化・ 【助成額】

林業再生事業 ・新築、増改築

（中山間地域等活性 住宅：上限３０万円（石州瓦使用は、別

化基金） 途、１０万円を上限に加算）

・修繕

住宅：定額１０万円

商店・社会福祉施設：定額２０万円

【事業主体】島根県木材協会

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

18 新規 民間木造建築促進事 47,800 ○住宅に比べて木造率の低い民間建築物に対し 47,800 ○要求どおり 農林水産部

☆ 業 て、県産木材の利用促進に向けた取組を推進 ［林業課］

【事業内容】

①民間建築物の木造モデル化への助成

民間木造建築物の普及啓発のため、施工後

には見学会場などにも活用

［建築棟数]Ｈ２３：６棟

（Ｈ２３～Ｈ２５：３０棟）

［補助単価］木造化：２５千円／㎡

木質化：１０千円／㎡

②中・大型木造建築に精通する建築士の養成

［養成人数］Ｈ２３：２０名

（Ｈ２３～Ｈ２５：６０名）

・設計監理費助成

木造建築物の設計監理に不慣れなための

掛かり増し経費を助成

［補助率］木工事費の７．５％以内

・研修会の開催、専門家の派遣

③普及啓発活動

・事例集作成など

【事業期間】Ｈ２３～Ｈ２５
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Ⅰ 活力あるしまね

２．自然が育む資源を活かした産業の振興（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

19 小型底びき網漁業構 17,030 ○基幹漁業の１つである小型底びき網漁業の協 17,030 ○要求どおり 農林水産部

造再編対策事業 業・減船による構造再編の取組を支援 ［水産課］

【事業期間】Ｈ２２～Ｈ２４

20 新規 地さかな利用・消費 5,000 ○低迷する魚価の向上を図るため、本県漁獲量 5,000 ○要求どおり 農林水産部

拡大事業 の大半を占めるアジ・サバ・イワシ等の多獲 ［水産課］

性魚や未利用魚を活用し、特産加工品の開発

及び消費拡大に向けた実証実験を実施

21 新規 島根県輸出促進支援 30,000 ○本県からの輸出拡大を図るため、海外取引に 30,000 ○要求どおり 農林水産部

プロジェクト 意欲を持つ県内企業の自立的取組を支援する 商工労働部

とともに、成長市場を見据えた戦略的取組を [しまねブランド

展開 推進課]

①輸出促進支援事業

県内企業等によるテスト輸出や輸出向け商

品開発など海外市場への輸出展開や販路拡

大の取組に対し助成

②県産品海外販路拡大事業

県として重点的に取り組む品目、国（地域）

を選定の上、企業や専門家とともに集中的

なマーケティング活動や輸出計画の策定な

どを実施

22 経対 浜田港ロシア貿易促 6,930 ○浜田港を「西日本におけるロシア貿易の拠点」 6,930 ○要求どおり 農林水産部

進プロジェクト と位置づけ、島根ビジネスサポートセンター 商工労働部

の運営、輸出拡大のための取り組みを支援 [しまねブランド

推進課]
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Ⅰ 活力あるしまね

３．観光の振興
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

23 ☆ 神話のふるさと「島 1,074,724 ○平成２４年の「古事記」編纂１３００年、平 1,074,724 ○要求どおり 商工労働部

根」推進事業 成２５年の出雲大社平成の大遷宮に向け、県、 [観光振興課]

市町村、民間団体等が一体となって「しまね」

を全国的にＰＲし、全国からの誘客を図る。 教育委員会

【事業期間】Ｈ２２～２５ [高校教育課]

【総事業費】概ね２５億円 [義務教育課]

①ふるさと教育・学習の推進 [社会教育課]

・郷土の歴史文化をテーマとした講演会 [文化財課]

・こども神楽交流事業

・高校生による島根の文化発信 環境生活部

・ふるさと読本「いずも神話」の活用 [文化国際課]

②観光ガイドの養成、おもてなし向上

・観光コース・ガイドマップの作成支援 農林水産部

・旅館組合等が実施する研修会への支援 [農林水産総務課]

③イベント開催

・県内各圏域でのイベント開催

・県外巡回展（京都・東京）の開催準備

④情報発信

・ＪＲデスティネーションキャンペーンとの

タイアップによるＰＲ

・テレビ番組、旅行雑誌などを活用したＰＲ

や映像コンテンツの作成

⑤旅行商品づくり

・継続的な観光誘客に繋がる初稿商品の造成

24 経対 広域観光圏整備事業 10,460 ○山陰文化観光圏域内において滞在型観光を促 10,460 ○要求どおり 商工労働部

進するため、観光情報発信や魅力向上事業を [観光振興課]

実施

①圏域内で着地型旅行商品を販売する総合窓

口の形成を支援

②パンフレット作成等鳥取県との共同事業の

実施

③観光事業者に対する着地型旅行商品造成等

を支援

25 経対 おもてなし観光地魅 160,000 ○観光地の魅力向上を図るため、観光サイン等 160,000 ○要求どおり 商工労働部

力アップ事業 の基盤整備を実施 [観光振興課]

①神話等由来地へ案内する道路案内サインの

整備

②市町村等が実施するトイレ、案内板等の観

光基盤整備を支援
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Ⅰ 活力あるしまね

３．観光の振興
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

26 経対 高速道路を活用した 33,113 ○中国横断自動車道尾道松江線の供用開始を契 24,278 ○事業費精査 商工労働部

観光誘客促進事業 機とした誘客促進を図るため、情報発信等を [観光振興課]

実施

①高速道路サービスエリア等への観光パンフ

レット設置

②広島県と連携した広域観光ルートの確立
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Ⅰ 活力あるしまね

４．中小企業の振興
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

27 中小企業制度融資事 66,514,865 ○中小企業者の資金繰り不安の払拭と返済負担 66,514,865 ○要求どおり 商工労働部

務 の軽減を図るとともに、経営革新等への取組 [中小企業課]

を支援するため、信用保証協会の保証制度を

活用し、低利で長期の資金提供を金融機関と

協調して実施

・中小企業制度融資の融資枠 ６５０億円

28 経対 経営改善アドバイザ 54,000 ○経営が悪化している中小企業者及び建設業者 50,000 ○事業費精査 商工労働部

ー派遣事業 に対し、商工団体を通じて専門的アドバイザ [中小企業課]

ーを派遣して経営安定化や新分野進出等を支

援

29 経対 巡回経営支援強化事 35,280 ○商工会議所等に巡回経営支援専門員を配置 35,280 ○要求どおり 商工労働部

業 し、各支援機関と連携しながら中小企業者を [中小企業課]

支援

30 経対 地域商業再生支援緊 80,000 ○地域商業の振興や中山間地域の商業機能の維 78,000 ○事業費精査 商工労働部

急対策事業 持を図るため、商業者や組織等が行う、空店 [中小企業課]

舗の活用、商業環境の整備、商業を核とした

まちづくりや新たな仕組みづくり、人材育成

の取組を支援

31 経対 商工会地域振興活動 30,000 ○小規模事業者の支援強化と地域コミュニティ 30,000 ○要求どおり 商工労働部

強化事業 の再生を図るため、各商工会が行う企業支援 [中小企業課]

強化や地域振興のための取組を支援

32 新規 経営革新計画支援事 48,000 ○厳しい経済状況の中で、新商品開発や新たな 48,000 ○要求どおり 商工労働部

☆ 業 サービスの提供等を行う企業（経営革新計画 [中小企業課]

承認企業）に対し、計画実行のための経費を

助成するとともに、商工団体によるフォロー

アップを実施
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Ⅰ 活力あるしまね

５．雇用・定住の促進
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

33 ☆ ふるさと島根定住推 483,739 ○ふるさと島根定住財団を中心に、市町村や関 454,914 ○事業費精査 地域振興部

進事業 係団体が連携したＵＩターンを促進するため [地域政策課]

の施策を強化

【定住情報提供・相談】

・島根県単独で定住相談会を東京、大阪、

広島に加え、名古屋、福岡でも開催

・定住アドバイザーの配置

【交流・体験】

・産業体験を行う者の滞在費の助成につい

て、他自治体との競争力を高めるため、助

成額を拡充

【職業】

・ＵＩターン希望者に県内企業の無料職業

紹介を実施

・ＵＩターン者起業支援【新規】

県内の地域課題の解決や地域資源の活用を

考える県外在住者を対象にﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗﾝを公

募。優秀なﾌﾟﾗﾝに償金を授与するとともに

起業を支援

【住居確保】

・空き家改修に対する市町村等の取組を促す

ため、助成額の上限を拡充

【受入体制強化】

・市町村における相談から定住後のフォロー

までワンストップで対応できる職員（定住

支援員）の配置を支援

34 ☆ 島根県産業人材育成 39,406 ○地域レベルにおいて、産業人材を育成・確保 35,126 ○事業費精査 商工労働部

・確保事業 することにより地域産業の振興を図るため、 [雇用政策課]

産学官が連携した取り組みを支援

・産業界と教育現場が連携して教育プログラ

ムの構築や県内 就職支援ができる環境整

備を行うコーディネーターを配置・中核的

な経営者を対象にセミナーを実施

・理工系学生の県内企業就職促進支援

－15－



Ⅰ 活力あるしまね

５．雇用・定住の促進（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

35 経対 緊急雇用創出事業 4,652,865 ○県、市町村が一時的な雇用・就業機会を創出 4,652,865 ○要求どおり 商工労働部

（緊急雇用創出事業 する事業を実施 [雇用政策課]

臨時特例基金） 【雇用創出目標】Ｈ２３ 約２，８００人 ほか

①緊急雇用創出事業

〔主な予定事業（県実施分）〕

・米トレーサビリティ体制整備事業

・緊急土砂災害危険箇所調査事業

・道路空間リフレッシュ事業

〔主な予定事業（市町村実施分）〕

・郷土館収蔵物整理事業

・観光地美化保全事業

・松くい虫等危険木処理事業

②重点分野雇用創造事業

重点分野における民間企業やＮＰＯ等を活

用した雇用創出事業、地域失業者を新たに

雇用し就業するために必要な知識・技術を

習得するための研修事業

〔主な予定事業（県実施分）〕

・介護雇用創造プログラム事業

・県産品販路拡大専門員設置事業

・島根県の中小企業を担う若手人材育成事

業

〔主な予定事業（市町村実施分）〕

・特別支援教育支援員配置事業

・新卒未就職者スキルアップ事業

・水産業担い手育成事業

※重点分野：介護、医療、農林水産、環境・

エネルギー、観光、地域社会雇用、教育・

研究及び地域ニーズに応じた成長分野

36 経対 ふるさと雇用再生特 1,788,328 ○県、市町村が地域の雇用創出のために、求職 1,788,328 ○要求どおり 商工労働部

別交付金事業 者の雇用機会を創出する事業を実施 [雇用政策課]

（ふるさと雇用再生 【雇用創出目標】Ｈ２３ 約４１０人

特別基金） 〔主な事業（県実施分）〕

・地域密着型プロスポーツチーム設立を核

とした新しい街づくりによる雇用創出事

業

・インターネット古書販売による障がい者

雇用創出事業

・観光案内と旅行商品開発事業

〔主な事業（市町村実施分）〕

・Ruby活用普及事業

・石見神楽関連商品開発事業

・離島発 新たな地域教育モデル事業
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Ⅰ 活力あるしまね

５．雇用・定住の促進（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

37 経対 中小企業雇用創出特 220,000 ○雇用・就業機会の創出を図るため、中小企業 220,000 ○要求どおり 商工労働部

別支援事業 が事業を拡大し、新たに新規学卒者等を正規 [雇用政策課]

雇用する場合の経費を助成

・事業主体：県内に事業所を有する中小企業

・補助要件：新規・拡大事業に従事させる労

働者として、新規学卒者等を1

名以上正規に雇用

・補助率：県２／３

38 経対 雇用調整助成金を活 29,520 ○国の雇用調整助成金制度を活用した企業の人 29,520 ○要求どおり 商工労働部

用した教育訓練支援 材育成及び雇用 維持を支援するため、高等 [雇用政策課]

事業 技術校において、様々な職種に対応した講義

等の教育訓練を実施

39 経対 新卒・若年者研修支 18,940 ○県内企業の人材育成を支援し、採用意欲を高 18,940 ○要求どおり 商工労働部

援事業 めるとともに、人材の定着、技能承継を推進 [雇用政策課]

・内定者、新人・若年者を対象に社会人とし

ての基礎的研修を実施

・企業が国の実践型人材養成システムを活用

して取り組む企業外研修を高等技術校で実

施
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Ⅰ 活力あるしまね

６．産業基盤の維持・整備
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

40 隠岐空港ジェット便 20,000 ○隠岐空港における大阪ジェット便の運航継続 20,000 ○要求どおり 地域振興部

運航推進事業 と航空路線の充実を図るため、利用促進対策 [交通対策課]

を実施

・旅行商品造成支援

・誘客宣伝活動等ＰＲの実施

・受入れ体制の整備
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね

１．安全対策の推進
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

41 安全で美味しい島根 13,892 ○安全性と品質に関する一定の基準を満たした 13,892 ○要求どおり 農林水産部

県産品認証事業 県産品（農畜林水産物）を認証し、県産品の [食料安全推進課]

安全性の確保、市場競争力の強化及び生産意

欲や生産技術の向上等を促進

【事業概要】

①審査委員会における認証審査及び認証制度

の検証の実施

②各地域における生産者の意欲向上を図り認

証産品の拡大化を推進

③認証産品取扱店等における消費者への制度

の浸透と販売の促進

④残留農薬分析の実施による県産品及び認証

制度への信頼性の確保

【事業期間】Ｈ２１～

42 地震被害想定調査事 11,758 ○最新の知見を地域防災計画に反映し、地震被 11,758 ○要求どおり 総務部

業 害軽減の目標を策定するため、調査を実施 〔消防防災課〕

（前回調査：Ｈ７～Ｈ８）

Ｈ２２ 地盤等データ収集、地震動予測等

Ｈ２３ 地震被害予測、報告書作成

43 建築物等地震対策促 7,547 ○大規模地震から県民の生命と財産を守るため 7,547 ○要求どおり 土木部

進事業 島根県建築物耐震改修促進計画に基づき、各 ［建築住宅課］

種事業を実施

①法令周知・啓発事務

・コンクール及び地域学習会の開催

②技術者養成事務

・設計施工技術講習会の開催

③木造住宅耐震改修等事業

・市町村が耐震性の低い木造住宅の改修等に

要する費用を補助する場合に費用の一部を

補助

44 経対 駐在所等整備事業 347,685 ○県産材や石州瓦を活用した駐在所等の整備 47,712 ○庁舎建設を前倒して実施 警察本部

①交番庁舎建設１箇所 （H22年度2月補正予算計上）

②駐在所庁舎建設６箇所

駐在所用地取得３箇所
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね

１．安全対策の推進（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

45 犯罪に強い社会の実 201,139 ○県民が安心して暮らせる日本一治安の良い地 201,139 ○要求どおり 警察本部

現のための島根行動 域社会を実現するため、「犯罪に強い社会の

計画事業 実現のための島根行動計画」に基づく各種事

業を実施

①安全安心サポート事業

・まちの安全指導員の配置

・防犯ボランティアの支援

・安全情報の発信

②治安再生基盤整備事業

・車両捜査支援システムの管理

③警察活動強化事業

・職務質問技能の向上

・通信指令技能の向上

46 県デジタル総合通信 66,805 ○県防災行政無線移動系システムについて、整 66,000 ○事業費精査 総務部

システム整備事業 備後２０年以上 経過し無線機器の老朽化が 〔消防防災課〕

著しいため、現行の１５０ＭＨｚ帯アナログ

方式から２６０ＭＨｚ帯デジタル方式へ移行

するための通信設備改修に係る実施設計を実

施

（スケジュール）

Ｈ２１ 基本設計

Ｈ２３ 実施設計

Ｈ２４～Ｈ２５ 整備予定

移動系システム：県庁と災害現場の車両等と

の間で通信を行うシステム

47 新規 総合防災情報システ 49,980 ○総合防災情報システムは、県情報通信システ 46,000 ○事業費精査 総務部

ム更新整備事業 ム全体最適化計画に基づき調達されＨ２４で 〔消防防災課〕

５年間の契約期間が終了するため、またＨ２

５までに気象庁の新しい気象予警報伝達方式

に対応する必要があるため、これを更新整備

するための実施設計を実施

（スケジュール）

Ｈ２３ 実施設計

Ｈ２４ 整備予定

Ｈ２５ 運用開始予定

総合防災情報システム：防災情報を住民へ提

供したり、防災 関係機関で情報伝達を行う

システム(例：気象メール等)
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね

１．安全対策の推進（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

48 新規 防災ヘリコプター更 1,868,423 ○Ｈ６から運航している防災ヘリコプター「は 1,775,204 ○事業費精査 総務部

新事業 くちょう」について、機体老朽化に伴い安全 〔消防防災課〕

性を確保するための整備・点検費用が増大

し、交換部品等の確保も困難となっているた

め新機体に更新

あわせて防災ヘリコプターテレビ画像電送シ

ステムについて、機器が老朽化しているため

更新

防災ヘリコプターテレビ画像電送システム：

災害現場等の上 空から撮影した映像情報を

災害対策本部等に電送

49 経対 防犯環境づくり交付 28,000 ○通学路など防犯灯の設置が必要な個所で、自 28,000 ○要求どおり 環境生活部

金事業 治会のエリア外など自治会では対応が困難な ［環境生活総務課］

もの等について、市町村や自治会が新たに設

置する場合に設置経費を助成

【補助率】 防犯灯設置に係る市町村の実負

担額の１／２

【事業期間】 Ｈ２１～Ｈ２３

【設置個所数】１０市町 １，１３２カ所

50 新規 警察署移転改築事業 240,849 ○老朽・狭隘化した江津警察署の整備 238,806 ○事業費精査 警察本部

[スケジュール]

Ｈ２３：用地取得、実施設計

Ｈ２４：建設工事

Ｈ２５：建設工事、備品整備等、庁舎移転

Ｈ２６：現庁舎解体工事
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね

２．健康づくりと福祉の充実
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

51 ☆ 障がい者自立支援特 1,389,662 ○障がい者の地域における自立に向けた環境の 1,389,662 ○要求どおり 健康福祉部

一部 別対策事業 整備等 [障がい福祉課]

経対 （障害者自立支援対 ①福祉・介護職員の賃金引上げ等に取り組む [地域福祉課]

策臨時特例基金） 事業者へ助成金を交付 [高齢者福祉課]

②新体系サービスで必要となる施設改修に係

る経費の一部を補助

③新体系へ移行した事業者の報酬が移行前の

報酬を下回る場合に差額を助成

④重度障がい者訪問介護の利用促進を図るた

め、国庫負担基準額を超過する市町村の経

費負担の一部を補助

⑤福祉人材センターにキャリア支援専門員を

配置し、求職者への福祉職場の紹介など円

滑な就労・定着を支援

⑥介護福祉士の養成校の教員等が福祉・介護

施設等への介護技術に関する巡回・訪問研

修により職員の資質の向上及び職場定着を

支援

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

52 ☆ 障がい者の自立に向 872,549 ○障がい者の地域における自立に向けた支援 874,097 ○単価の見直しによる 健康福祉部

けた特別支援事業 ①地域生活移行支援 [障がい福祉課]

・相談支援体制の充実 [健康推進課]

・生活の場の確保 商工労働部

・就労訓練・活動の場の充実 [雇用政策課]

・施設外就労促進費の助成

・特例子会社の設立支援

・障がい者を対象にした職業訓練の実施

・地域生活移行・地域生活支援の充実

②極めて重度の障がい児（者）への支援強化

・サービス拠点確保・在宅サービス充実

・在宅重症難病患者に対する一時入院の支援

・強度行動障がい者への支援の充実

・障がい児（者）の治療費用の負担軽減

③制度の狭間にある障がい者に対する支援

・発達障がい者支援

・高次脳機能障がい者支援

53 経対 社会福祉施設整備事 356,709 ○耐震化及び消防法令改正に伴うスプリンクラ 356,709 ○要求どおり 健康福祉部

業（社会福祉施設等 ーの整備に係る経費の一部を補助 [障がい福祉課]

耐震化等臨時特例基 ・実施箇所

金） 障がい者施設

・補助率 ３／４

【事業期間】 Ｈ２１～Ｈ２３
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね

２．健康づくりと福祉の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

54 経対 介護職員処遇改善事 1,755,382 ○介護保険事業所における介護職員の処遇改善 1,755,434 ○単価の見直しによる 健康福祉部

業 などに取り組む事業者を支援 [高齢者福祉課]

（介護職員処遇改善 ①介護職員の処遇改善

等臨時特例基金） ・介護職員の賃金の引上げ等に取り組む介護

保険事業所へ交付金を交付

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

②介護施設開設等経費助成事業

・介護施設の開設等経費の助成

・施設用地確保経費を助成

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

55 経対 介護拠点等の緊急整 2,515,183 ○小規模特別養護老人ホーム等の整備、当該施 2,515,183 ○要求どおり 健康福祉部

備事業 設の改修及びスプリンクラー等の設置にかか [高齢者福祉課]

（介護基盤緊急整備 る経費の一部を補助

等臨時特例基金） ①施設整備

・対象施設：小規模特別養護老人ホーム

認知症高齢者グループホーム等

②防災補強等改修

・対象施設：小規模特別養護老人ホーム

認知症高齢者グループホーム等

③ユニット化改修

・対象施設：特別養護老人ホーム等

④スプリンクラー等整備

・対象施設：特別養護老人ホーム

介護老人保健施設

認知症高齢者グループホーム等

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

56 経対 地域自殺対策緊急強 44,584 ○自殺予防のための広報啓発、電話相談員等の 44,584 ○要求どおり 健康福祉部

化事業 養成などを実施 [障がい福祉課]

（地域自殺対策緊急 【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

強化基金）
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね

２．健康づくりと福祉の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

57 経対 住まい対策事業 192,081 ○離職者等に対する「住まい対策の拡充」とし 192,081 ○要求どおり 健康福祉部

（緊急雇用創出事業 て市町村及び島根県社会福祉協議会が実施す [地域福祉課]

臨時特例基金） る事業に対し補助

①住宅手当緊急特別措置事業

離職者で住宅を喪失している者等に、最長

９ヶ月の住宅手当を支給

②生活保護受給者に対する就労支援事業

福祉事務所に就労支援員を配置するなど支

援体制を整備

③生活福祉資金相談員配置

生活福祉資金貸付事業による支援体制強化

のため県社会福祉協議会及び市町村社会福

祉協議会に相談員を配置

58 新規 しまね流安心生活創 300,000 ○それぞれの地域課題に応じた地域支え合いの 300,000 ○要求どおり 健康福祉部

経対 造プロジェクト推進 仕組を構築するため、これまでの自治会区小 [地域福祉課]

事業（介護基盤緊急 地域福祉活動の成果を踏まえ、島根県社会福

整備等臨時特例基 祉協議会を中心に、組織づくり・活動づくり

金） ・人づくり等を支援

59 一部 特定疾患治療研究事 774,806 ○難病のうち特定疾患（５６疾患）に対する医 774,806 ○要求どおり 健康福祉部

経対 業 療費助成 [健康推進課]

[負担割合] 国１／２、県１／２

60 ☆ 在宅重症難病患者一 10,506 ○人工呼吸器装着等重症難病患者の介護負担軽 10,506 ○要求どおり 健康福祉部

時入院支援事業 減のため、一時的な入院を支援［再掲］ [健康推進課]

・重症難病患者一時入院実施医療機関へ委託

患者一人あたり年間２８日を限度

[負担割合] 国１／２、県１／２

61 経対 介護職員等たんの吸 18,900 ○在宅、特別養護老人ホーム、障がい者（児） 18,900 ○要求どおり 健康福祉部

引等研修事業 施設等において看護職員と介護職員等が連携 [高齢者福祉課]

・協働し、医療的ケアを提供するための研修

の実施
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね

２．健康づくりと福祉の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

62 経対 子宮頸がん等ワクチ 498,211 ○市町村が実施する子宮頸がん予防ワクチン、 498,211 ○要求どおり 健康福祉部

ン接種事業 ヒブワクチン、小児用肺炎球菌ワクチンの接 [薬事衛生課]

（子宮頸がん予防ワ 種事業に対し補助

クチン等接種緊急促 ・補助率 １／２

進基金） （国１／２・市町村１／２）

【事業期間】 Ｈ２２～Ｈ２３

63 経対 しまね長寿の住まい 159,600 ○既存住宅のバリアフリー改修をする住宅所有 159,600 ○要求どおり 土木部

リフォーム助成事業 者に対し、改修工事費の一部を助成 ［建築住宅課］

・島根県建築住宅センターに基金造成した事

業の助成枠の拡充
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね

３．医療の確保
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

64 経対 地域医療再生計画事 1,485,533 ○島根県地域医療再生計画（Ｈ２１～Ｈ２５） 1,485,533 ○要求どおり 健康福祉部

業 に基づき、医師不足が深刻な地域における医 ［医療政策課］

（地域医療再生臨時 師をはじめとした医療従事者の確保に重点を ［健康推進課］

特例基金） おき、併せて、ドクターヘリや遠隔画像診断

などマンパワー不足を補うための体制整備に

ついての取組を実施

【主な事業内容】

１医師確保対策事業

①現役の医師を『呼ぶ』対策

・大学の教育・研修体制の向上にかかる経費

を補助

②地域医療を担う医師を『育てる』対策

・島根大学医学部への寄附講座

・医学生向け奨学金の拡充（新成長戦略に伴

う島根大学・鳥取大学医学部定員増分）

③地域勤務医師を『助ける』対策

・医師事務作業補助者の雇用に対する補助

・助産師として県内就業を目指す看護学生に

修学資金を貸与

２看護職員確保対策事業

①県内進学の促進

・看護師等養成所教員の各種研修の実施

②県内就業の促進

・県内就業を目指す県外学生に修学・就職活

動資金を貸与

・県内病院の看護職員募集活動への支援

③離職防止・再就業促進

・新人卒後臨床研修や新人指導担当職員研修

への支援

・民間病院の院内保育所施設整備への支援

３がん対策事業

①がん検診の受診者を増やすための施策

・開業医の行う時間外の子宮頸がん検診に関

する補助

・マンモグラフィー検診機器整備

②がん医療水準の向上及び情報提供の充実を

図るための施策

・がん診療連携推進病院機能強化に対する補

助

・がん医療従事者の研修の実施

４ドクターヘリ導入事業

・ドクターヘリ導入に向けた運航調整

・ドクターヘリ運航に関する経費

５医療情報ネット等を活用した地域医療支援事

業

・医療機関連携のための診療予約、検査予約、

診療情報共有等のシステム構築の支援

・遠隔画像診断システム導入に対する補助
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね

３．医療の確保（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

65 ☆ 地域医療を支える医 1,059,252 ○離島・中山間地域及び産科、小児科等の特定 1,059,323 ○単価の見直しによる 健康福祉部

一部 師確保養成対策事業 診療科における深刻な医師不足に対応するた ［医療政策課］

経対 め、医師確保養成対策を実施 ［健康推進課］

■通常事業分

①現役の医師を『呼ぶ』対策

・全国から医師を招聘するため様々な広報媒

体を活用した情報収集や県外医師との出張

面談

・地域医療機関での勤務を前提に県立病院で

の専門研修を実施

②地域医療を担う医師を『育てる』対策

・県内の地域医療に携わる意思のある大学生

向け奨学金

・自治医科大学運営費の負担

・地域医療や医療従事者の仕事についての理

解を深め、医師等を目指そうとする生徒を

増やすため中高生の医療現場体験実施

③地域勤務医師を『助ける』対策

・救急医療体制を確保するため、医師の負担

軽減と待遇改善策を実施

・周産期医療を確保するため、産科医師の負

担軽減と待遇改善策を実施

・女性医師の離職防止・復職支援

■地域医療再生計画事業分［再掲］

①現役の医師を『呼ぶ』対策

・大学の教育・研修体制の向上にかかる経費

を補助 など

②地域医療を担う医師を『育てる』対策

・島根大学医学部への寄附講座

・医学生向け奨学金の拡充（新成長戦略に伴

う島根大学・鳥取大学医学部定員増分）

など

③地域勤務医師を『助ける』対策

・医師事務作業補助者の雇用に対する補助

・助産師として県内就業を目指す看護学生に

修学資金を貸与 など
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね

３．医療の確保（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

66 一部 看護職員確保対策事 550,229 ○離島・中山間地域や中小病院を中心とした看 550,604 ○単価の見直しによる 健康福祉部

経対 業 護職員不足に対応するため、看護職員確保対 ［医療政策課］

策を実施

■通常事業分

①県内進学の促進

・県立高等看護学院（松江・石見）において

看護師を養成

・民間看護師等養成所の運営費に対する補助

・看護師等学校養成所の学生募集状況等の情

報提供

②県内就業の促進

・県内就業を目指す看護学生に修学資金を貸

与

・県内病院の看護職員募集状況等の情報提供

③離職防止

・民間病院の院内保育所運営費に対する補助

④再就業促進

・県ナースセンターを指定して無料職業紹介

等を実施

⑤研修の実施

・看護師等への研修の実施

■地域医療再生計画事業分［再掲］

①県内進学の促進

・看護師等養成所教員の各種研修の実施など

②県内就業の促進

・県内就業を目指す県外学生に修学・就職活

動資金を貸与

・県内病院の看護職員募集活動への支援など

③離職防止・再就業促進

・新人卒後臨床研修や新人指導担当職員研修

への支援

・民間病院の院内保育所施設整備への支援な

ど
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね

３．医療の確保（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

67 一部 しまねがん対策強化 180,152 ○質の高い医療の実現、がんの予防及び早期発 181,256 ○単価の見直しによる 健康福祉部

経対 事業 見の推進を図るため、総合的ながん対策を実 ［医療政策課］

施 ［健康推進課］

■通常事業分

①がん検診の受診者を増やすための施策

・啓発媒体の作成

・働き盛りの検診体制の整備

・民間企業、患者会と連携した啓発実施

②がん検診の精度管理

・従事者講習会の開催

・協議会、各がん部会の開催

③がん医療水準の向上及び情報提供の充実を

図るための施策

・地域がん登録事業の推進

・医療従事者研修派遣に対する補助

・がん診療連携拠点病院機能強化に対する補

助

④緩和ケア推進のための施策

・各圏域の緩和ケアネットワークの構築

・がん緩和ケアに係る医師等研修の実施

⑤患者団体等支援のための施策

・患者団体の意見交換会及び研修会の開催

⑥県民への普及啓発の強化

・がんに関する知識の普及啓発の実施

・がん関連図書の整備

⑦がん対策推進計画の進行管理・評価

・協議会の開催

■地域医療再生計画事業分［再掲］

①がん検診の受診者を増やすための施策

・開業医の行う時間外の子宮頸がん検診に関

する補助

・マンモグラフィー検診機器整備 など

②がん医療水準の向上及び情報提供の充実を

図るための施策

・がん診療連携推進病院機能強化に対する補

助

・がん医療従事者の研修の実施 など

68 経対 医療施設耐震化臨時 2,463,625 ○大規模地震等の災害時に重要な役割を果たす 2,463,625 ○要求どおり 健康福祉部

特例交付金事業 災害拠点病院等の耐震化に係る経費の一部を ［医療政策課］

（医療施設耐震化臨 補助

時特例基金）
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね

４．子育て支援の充実
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

69 ☆ 安心こども基金事業 939,258 ○子どもを安心して生み育てる環境を整備する 939,258 ○要求どおり 健康福祉部

一部 （安心こども基金） ため保育所の整備等を推進（国基金事業） ［青少年家庭課］

経対 ①保育所の開設、増改築、大規模修繕を支援 ［障がい福祉課］

②母子家庭の母に対する高等技能訓練促進費

の支給

③ひとり親家庭等の在宅就労の促進を支援

④児童虐待防止対策の強化

⑤地域子育て創生事業

おむつ替えや授乳施設・設備の支援、子育

てサロン活動への支援

⑥しまね子育て支援プラス事業

国や県の既存制度では対応できない子育て

家庭のニーズにきめ細かく対応する市町村

の取り組みを支援

⑦しまね縁結び市町村交付金事業

市町村が行う結婚対策事業を支援 など

70 ☆ しまね子育て支援プ 153,000 ○子育てニーズに対する市町村の取り組みを包 153,000 ○要求どおり 健康福祉部

ラス事業 括的に支援 ［青少年家庭課］

①しまね子育て支援プラス事業【再掲】

・国や県の既存制度では対応できない子育て

家庭のニーズにきめ細かく対応する市町村

の取り組みを支援

②しまねすくすく保育支援事業

・国庫補助の要件を満たさない小規模なニー

ズに対する市町村の取り組みを支援

③しまね縁結び市町村交付金事業【再掲】

市町村が行う結婚対策事業を支援

71 第３子以降保育料軽 121,160 ○保育所等に入所している第３子以降の３歳未 121,160 ○要求どおり 健康福祉部

減事業 満児の保育料を軽減している市町村へ補助 ［青少年家庭課]

［補助率］１／２

72 地域児童育成事業 418,493 ○市町村が設置する概ね１０歳未満の児童を対 418,493 ○要求どおり 健康福祉部

象とした放課後児童クラブ等を支援 ［青少年家庭課］

①放課後児童クラブ等運営支援

［補助率］２／３

②放課後児童クラブ施設整備支援

［補助率］２／３

③放課後子どもプラン指導員・ボランティア

研修など
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね

４．子育て支援の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

73 一部 子育て環境づくり事 15,701 ○島根県の次世代を担う子ども達の健やかな成 15,701 ○要求どおり 健康福祉部

経対 業 長を、行政、企業、団体等が一体となって県 ［青少年家庭課］

全体で応援していく「子育ての社会化」に向

けた気運醸成と子育てにやさしい職場づくり

等を推進

①みんなで子育て応援事業（こっころ事業）

・こっころパスポートの５周年を記念する事

業を実施し、地域社会全体で子育てを応援

する気運の醸成とパスポート事業の更なる

普及を図るとともに、民間事業者における

子育て支援活動の活性化を推進

②仕事と家庭の両立支援事業

・労働者が働きながら安心して子育てできる

よう、仕事と家庭の両立についての気運醸

成と子育て支援に取り組む企業の育成を推

進

③島根はっぴぃこーでぃねーたー事業

・少子化の最大の要因である未婚化・晩婚化

に対応するため、独身男女の縁結びを応援

するボランティアを登録し、その活動を支

援

74 益田児童相談所建替 309,368 ○老朽化・狭隘化が著しい益田児童相談所の移 308,471 ○事業費精査 健康福祉部

事業 転建て替え ［青少年家庭課］

［施設規模］

管理棟・一時保護棟９３７㎡（県産材、石

州瓦を使用）

［建設工事費］

全体 ４０１，２５５千円

Ｈ２２ １２９，６７８千円

Ｈ２３ ２７１，５７７千円

［移転完了］

Ｈ２３年１２月を予定

75 経対 妊婦健康診査臨時特 163,253 ○妊婦が健診費用の心配をせずに母子の健康に 163,253 ○要求どおり 健康福祉部

例交付金事業 必要な回数（１４回程度）の妊婦健診を受け [健康推進課]

（妊婦健康診査支援 られるよう、市町村が拡充する公費負担への

基金） 補助

・新たにＨＴＬＶ－１抗体検査等を追加
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね

４．子育て支援の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

76 特別保育推進事業 854,236 ○育児と就労の両立支援及び子育て家庭に対す 854,236 ○要求どおり 健康福祉部

る育児支援のため保育所や市町村が実施する ［青少年家庭課］

各種保育サービスに対する支援

［補助率］２／３

［補助対象］病児・病後児保育、延長保育、休

日保育、待機児童解消促進、保育

環境整備 など

77 一部 特定不妊治療費助成 144,856 ○特定不妊治療費にかかる経済的負担を軽減 144,856 ○要求どおり 健康福祉部

経対 事業 [上 限 額] １５万円／回 [健康推進課]

［利用回数］初年度３回まで

（通算５年１０回まで）

[負担割合] 国１／２、県１／２
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね

５．生活基盤の維持・確保
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

78 ☆ 中山間地域活性化重 78,688 ○島根県中山間地域活性化計画に掲げる重点施 79,688 ○公民館との連携強化事業におい 地域振興部

点施策推進事業 策に積極的に取り組む市町村等を支援 て、支援方法を見直し [地域政策課]

①中山間地域コミュニティ再生支援事業 [交通対策課]

・Ｈ２０～２２に実施したモデル事業の

成果をふまえ、中山間地域研究センタ

ーの研究員等が地域運営の仕組みづく

りをサポート

・公民館との連携強化のため、「実証！

地域力醸成プログラム」に中山間地域

の実践活動に対する支援枠を創設

②中山間地域ｺﾐｭﾆﾃｨﾋﾞｼﾞﾈｽ支援事業

・地域住民が中心となって行う地域資源

の活用、生活サービスの提供などのコ

ミュニティビジネスの創出と拡大を支

援（事業化支援は「県民いきいき活動

促進事業」を活用）

③中山間地域活性化支援事業

地域の実情に応じて市町村が主体的・

積極的に行う多様な取組を支援

④交通空白地域解消支援事業

・交通空白地域の生活交通確保のため、

Ｈ２１～２２に実施した自治会輸送活

動支援事業の成果を含めた様々な対応

手段等を市町村に提供

・市町村が交通空白地域解消のために行

う実行計画策定や実証運行などの取組

を総合的に支援

79 新規 地域貢献型集落営農 60,000 ○農地維持を含め地域コミュニティの再生や集 60,000 ○要求どおり 農林水産部

☆ ステップアップ事業 落の維持・活性化に貢献する「地域貢献型集 [農業経営課]

落営農」の育成に向けた取り組みを支援する

とともに、集落営農組織がＵＩターン者や雇

用の受け皿として機能するしくみづくりを進

めることで農業・農村の活性化を推進

【事業内容】

（１）新規設立・育成支援事業

地域貢献型集落営農、集落サポート経営

体の設立・育成に向けた支援

（２）地域貢献活動支援事業

経済、生活、人材維持等地域に貢献する

活動への支援

（３）人材・雇用確保ステップアップ支援事業

地域貢献型集落営農組織が行う人材・雇

用確保に向けたビジョンづくりや機械・

施設整備に対する支援

（４）フォローアップ支援事業

担い手育成総合支援協議会等が行うフォ

ローアップ活動を支援
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね

５．生活基盤の維持・確保
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

80 ☆ 県民いきいき活動促 59,111 ○NPOやボランティア団体等が行うユニークな 59,111 ○要求どおり 地域振興部

進事業 発想や企画力を活かした地域活動を支援 [地域政策課]

①地域活性化支援

地域に密着した活動０で収益が見込まれる事

業に対して助成

（立ち上げ支援型・事業拡大支援型）

②社会貢献支援

公共性・公益性の高い活動で収益が見込まれ

ない事業に対して助成

（初動支援型・継続支援型）

81 ハートフルしまね事 44,023 ○ボランティア活動に意欲のある自治会等が行 44,023 ○要求どおり 土木部

業 う県管理道路、県管理河川堤防などの除草作 ［道路維持課］

業に対し実費程度を助成 ［河川課］

［港湾空港課］

［砂防課］

［都市計画課］

82 バス路線運行維持事 316,899 ○広域バス路線確保対策補助金 316,899 ○要求どおり 地域振興部

業 バス事業者が行う複数市町村に跨る広域生活 [交通対策課]

路線の運行経費を助成

【助成対象】運行費

○生活交通確保対策交付金

市町村が維持する高等学校への広域通学系統

の運行経費を助成するとともに、地域内生活

交通を維持する経費について、市町村の財政

力に応じて総合的に助成

【助成対象】運行費

○バス運行対策費補助金

バス事業者が行う幹線的なバス路線に対し、

国と協調して運行経費等を助成

【助成対象】運行費、車両減価償却費 等

83 一畑電車運行維持事 162,225 ○一畑電車の運行を維持するため、線路・車両 162,225 ○要求どおり 地域振興部

業 等の鉄道基盤設備の維持及び輸送安全性向上 [交通対策課]

に係る事業に対する補助

○沿線の松江市・出雲市とともに行う、利用促

進事業等への経費負担

○デハニ５０形を活用した利用促進及び地域活

性化を図るために必要な施設整備に対する補

助
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね

５．生活基盤の維持・確保
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

84 中山間地域等直接支 1,507,402 ○生産条件が不利な中山間地域等における耕作 1,507,402 ○要求どおり 農林水産部

払事業 放棄を防止するため、平坦地との生産コスト [農業経営課]

差を交付金で補填することにより、洪水防止、

水源涵養機能等の多面的機能を維持

【事業内容】

耕作放棄地の増加等により多面的機能の低下

が懸念される中山間地域等において、農業生

産活動の維持を通じて多面的機能を確保する

ために、傾斜要件等を満たす１ｈａ以上の農

地を対象として、協定を締結した農業者等（協

定集落）に直接交付金を交付

【事業期間】Ｈ２２～Ｈ２６
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Ⅲ 心豊かなしまね

１．教育の充実
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

85 小学校低学年多人数 440,059 ○小学校１年生及び２年生の児童数が３１人以 440,059 ○要求どおり 教育委員会

学級支援事業（スク 上の学校について、学校の実態等を踏まえ、 [義務教育課]

ールサポート事業） ３０人学級編制又はスクールサポート事業を

（３０人学級編制 実施

事業） ①スクールサポート事業

【非常勤講師】６４人（６４学級）

②３０人学級編制

６７学級

86 中学校クラスサポー 91,794 ○不登校や問題行動が急増する中学校１年生を 91,794 ○要求どおり 教育委員会

ト事業 対象に、学習面・生活指導面からきめ細かい [義務教育課]

支援を行うため必要性の高い大規模校に非常

勤講師を配置

【非常勤講師】４０人（２学級に１人）

87 特別な支援のための 160,640 ○通常の学級にＬＤ（学習障がい）、ＡＤＨＤ 160,640 ○要求どおり 教育委員会

非常勤講師配置事業 （注意欠陥多動性障がい）など特別な支援を [義務教育課]

（にこにこサポート 要する児童が在籍し、特に対応が困難な小学

事業） 校を対象に、非常勤講師を配置

【非常勤講師】７０人（１人／校）

88 学びの場を支える非 84,934 ○集団不適応、不登校傾向など支援を要する児 84,934 ○要求どおり 教育委員会

常勤講師配置事業 童生徒への対応として、自学教室等を設置し [義務教育課]

て個別に指導を行う必要のある中学校、また

は司書教諭を中心として学校図書館の活用の

充実を図ろうとする小中学校のうち、特に必

要がある学校に非常勤講師を配置

【非常勤講師】４７人
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Ⅲ 心豊かなしまね

１．教育の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

89 ☆ いじめ・不登校対策 190,050 ○不登校対策推進事業 190,050 ○要求どおり 教育委員会

事業 深刻化するいじめ、不登校の課題に対処する ［総務課］

ための市町村の機能強化等各種事業の実施 [義務教育課]

①教育支援センター（適応指導教室）運営事

業

設置市町村に対する運営基盤の強化を支援

［補助予定数］１１市町 １２施設

②不登校児童生徒支援事業

ひきこもりがちな児童生徒に対する活動の

機会を提供

［委託予定数］９市町

③生徒指導・進路指導総合推進事業

不登校・非虐待児童生徒への関わりの強化

④不登校に対する未然防止実践事業

小・中・高等学校においてＱＵテストを活

用した早期発見・早期対応の重要性を普及

⑤高校中退者等の円滑な社会参加に向けた連

絡調整員の配置事業

宍道高等学校及び浜田高等学校（定時制）

に連絡調整員を配置し、社会参加に向けて

の連絡調整を実施

○悩みの相談事業

学校でのあらゆる教育活動において児童生徒

一人一人の心身の状況を把握し、きめ細かな

対応がとれる教育相談体制の充実

・スクールカウンセラー配置事業

・子どもと親の相談員配置事業

・スクールソーシャルワーカー活用事業

・心の電話相談事業（いじめ１１０番）

○こころ・発達・教育相談事業

医療と連携した教育相談体制を構築し、より

早期から、教育と医療の総合的な支援を実施

・こころの医療センターに併設する若松分校

内に相談窓口を設置
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Ⅲ 心豊かなしまね

１．教育の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

90 ☆ 子ども読書活動推進 232,546 ○小中学校の学校図書館の充実と活性化を図る 233,066 ○単価の見直しによる 教育委員会

事業 ため、学校司書等配置支援や人材養成強化等 [義務教育課]

の各種事業を実施 [社会教育課]

①学校司書等配置事業

すべての小中学校に学校司書が配置される

よう、市町村に対して交付金を交付

②司書教諭養成事業

司書教諭の全校配置・発令をめざして、養

成計画に基づく講習会を実施

③学校司書等の資質向上研修

県立図書館司書の活用等により、学校司書、

ボランティア等の専門性を高める研修を実

施

④学校図書館活用教育図書整備事業

市町村が図書を整備する際の指針となる基

本パッケージ（約２,０００冊）を市町村

立図書館等に配置し、近辺の小中学校で共

同利用

⑤学校図書館パワーアップ事業

学校図書館の環境整備を行うとともにその

成果を普及

⑥しまね子ども読書コンクール

読書活動や学校図書館活用教育において優

れた実践をしている学校を公募し表彰

⑦しまね学校図書館活用フォーラム事業

学校図書館活用教育に関する気運醸成、県

民への周知

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２５

91 学力向上対策事業 74,890 ○詳細かつ客観的に学力の実態を把握するた 74,890 ○要求どおり 教育委員会

め、全県学力調査を一斉実施 ［総務課］

［対象］小学４年生から中学３年生まで悉皆 [高校教育課]

［実施時期］平成２３年５月（予定） [義務教育課]

○学力調査結果を踏まえより効果的な学力向上

対策を実施

（小中学校分）

・学習意欲を育む学習集団づくり事業

・学習環境の確立に向けた実践事業

・中学校教科指導リーダー養成研修

・小学校教科指導力向上セミナー

・学校図書館を活用した授業力向上セミナー

・幼保小中連携ステップアップ事業

（高等学校分）

・夢実現進学チャレンジセミナー

・問題作成力養成事業

・教科リーダー養成事業

・中高連携ステップアップ事業

・「チームしまね」進学対策事業
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Ⅲ 心豊かなしまね

１．教育の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

92 ☆ ふるさと教育推進事 40,950 ○ふるさとに愛着と誇りを持つ心豊かな子ども 40,950 ○要求どおり 教育委員会

一部 業 を育むため、「学社連携・融合」（＝学校教育 [義務教育課]

経対 と社会教育とが、連携・協力した教育活動） [社会教育課]

の理念に基づく「ふるさと教育」を推進

①市町村交付金

・県内全ての公立小中学校・全学年・全学級

で「ふるさと教育」を実施するため、定額

交付金（県１０／１０）を交付

②地域人材養成研修

・「ふるさと教育」に関わる地域の指導者や

ボランティア等を対象とする研修を開催

③和紙による書写・絵手紙コンクールの開催

・和紙を通じて、しまねの伝統工芸に対する

理解を醸成

④子ども神楽交流事業

・伝統芸能「神楽」を受け継いでいる子ども

たちが交流し、共演大会や歴史・文化を学

び体験する事業を実施【再掲】

⑤ふるさと読本「いずも神話」の活用、神話

絵画コンクールの開催【再掲】

93 ☆ 「働くことを学ぼう」 60,123 ○高校生の職業意識の醸成と県内就職の促進、 60,123 ○要求どおり 教育委員会

推進事業 専門高校における地域産業を担う人材の育成 [高校教育課]

を進めるため、企業見学やセミナーの開催、

学校と地域や企業が連携した課題研究事業な

どを実施

①職業意識の醸成

・インターンシップ事業

・企業見学事業

・職業意識啓発セミナー

・キャリアカウンセリングプログラムの実施

②県内就職の促進

・学校企業連絡会

・高校生就職説明会

・進路指導代替講師配置

③地域の担い手育成

・目指せスペシャリスト事業

・産学官連携による課題研究事業

94 学校施設バリアフリ 965,843 ○教育環境の充実を図るため学校施設のバリア 152,375 ○一部工事を前倒して実施 教育委員会

ー化事業 フリー化を実施 （H22年度2月補正予算計上） [教育施設課]

松江商業高等学校ほか
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Ⅲ 心豊かなしまね

１．教育の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

95 高等学校校舎等整備 2,811,854 ○老朽化した校舎等を計画的に整備 1,993,856 ○事業費精査 教育委員会

事業 ①耐震対策 ９２４百万円 ○一部工事を前倒して実施 [教育施設課]

[スケジュール] （H22年度2月補正予算計上）

Ｈ２３：耐震補強工事、耐震診断等

②松江工業高等学校改築 ４０４百万円

[スケジュール]

Ｈ２３：グランド造成等

[総事業費]約５１億円

③横田高等学校校舎改築 ３７百万円

[スケジュール]

Ｈ２３：仮設校舎リース、グランド復旧費

等

[総事業費]約１５億円

④大東高等学校校舎改築 ４５９百万円

[スケジュール]

Ｈ２３：建設工事、備品整備等

[総事業費]約９億円

⑤出雲工業高等学校校舎改築 ２２３百万円

[スケジュール]

Ｈ２３～２８：設計、建設工事、備品整備

等

[総事業費]約５３億円

⑥浜田高等学校改築 ７２７百万円

（屋内運動場、定時制・通信制校舎）

[スケジュール]

Ｈ２３～２５：設計、建設工事、備品整備

等

[総事業費]約３６億円

96 特別支援学校校舎等 623,902 ○耐震力不足から解体撤去した校舎の整備 549,458 ○事業費精査 教育委員会

整備事業 ①石見養護学校校舎改築 ２２２百万円 ○備品整備を前倒して実施 [教育施設課]

[スケジュール] （H22年度2月補正予算計上）

Ｈ２３～２５：設計、建設工事、備品整備

等

○狭隘化した高等部校舎の整備

①松江養護学校校舎整備 ３５４百万円

[スケジュール]

Ｈ２３：設計、既存施設改修、仮設校舎建

設、備品整備等

②出雲養護学校校舎整備 ３８百万円

[スケジュール]

Ｈ２３：設計、仮設校舎建設、備品整備等
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Ⅲ 心豊かなしまね

１．教育の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

97 ふるまい向上プロジ 21,280 ○規範意識、コミュニケーション力、基本的な 21,280 ○要求どおり 教育委員会

ェクト事業 生活行動や生活習慣の定着など、乳幼児期か [義務教育課]

（うち安心子ども基 ら教育・養育環境を充実し、乳幼児とその親 [保健体育課]

金 15,343） 両方のふるまいを向上させる県民運動に広げ [社会教育課]

るための事業を実施

①推進協議会の開催

②広報啓発事業

・リーフレット作成、フォーラム開催等

③小１プロブレム対策事業

・幼保小連携のための研修会を開催

④乳幼児期からの生活習慣づくり事業

・ＰＴＡ、保育所保護者会を対象としたモデ

ル事業を実施

⑤親学プログラムの普及

・親学普及員の養成と派遣

⑥公民館ふるまい向上プロジェクト

・公民館を中心とした「ふるまい向上」のた

めの地域研修会の開催等を促進（島根県公

民館連絡協議会へ委託）

98 放課後子どもプラン 78,486 ○放課後や休日に、公民館や学校の余裕教室等 78,486 ○要求どおり 教育委員会

事業 を活用し、年齢の異なる子どもたちが群れて [社会教育課]

遊んだり体験・交流する場を提供

①放課後子ども教室運営費補助金

・開設箇所数：１７０カ所

・補助率：２／３（国１／３・県１／３・市

町村１／３）

④コーディネーター、指導者等養成研修

99 実証！「地域力」醸 9,000 ○公民館が培ってきた「地域力」醸成のノウハ 9,000 ○要求どおり 教育委員会

成プログラム ウを、モデル公民館を選定して実証し、「地 [社会教育課]

域力」の重要性について世論喚起（島根県公

民館連絡協議会へ委託）

・モデル公民館の選定

新規５カ所程度・継続２０カ所程度
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Ⅲ 心豊かなしまね

１．教育の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

100 学校支援地域本部事 42,722 ○教員が子どもと向き合う時間の増加と、住民 42,722 ○要求どおり 教育委員会

業 等の学習成果の活用機会の拡充及び地域の教 [社会教育課]

育力の活性化を図るため、地域住民がボラン

ティアとして学校の教育活動を支援する「学

校支援地域本部」の取組を推進

①各市町村に実行委員会を設置（１６市町村）

・地域における学校支援の推進について協議

②中学校区に「学校支援地域本部」を開設（７

２本部）

・地域コーディネーターを配置し、多様な形

態の学校支援ボランティア活動を企画・調

整

101 ☆ 離島・中山間地域の 28,200 ○離島・中山間地域の高校の活性化のため、高 22,500 ○事業費精査 教育委員会

新規 高校魅力化・活性化 校と町村が連携して実施する学校魅力化のた [高校教育課]

事業 めの取り組みを支援

・高校と町村関係者等から構成される協議会

を核とした活動に対し助成

・「高校魅力化・活性化情報交換会・研修会」

で各地の取組を情報交換

102 私立学校経営健全性 1,470,978 ○私立学校の経常的経費に対する助成 1,454,793 ○事業費精査 総務部

確保事業 ①私立学校振興費補助金 〔総務課〕

（交付先）高等学校、中学校、幼稚園を設置

する学校法人

②私立幼稚園教育活動費補助金

（交付先）非学校法人立幼稚園

③私立高等専修学校振興費補助金

（交付先）高等専修学校を設置する学校法人

④私立専修学校教育活動費補助金

（交付先）専修学校を設置する学校法人

103 私立学校魅力と特色 30,000 ○私立高等学校等の魅力を高めたり、更なる特 30,000 ○要求どおり 総務部

ある学校づくり推進 色を出すような施設・設備の整備事業に対し 〔総務課〕

事業 て補助

①施設・設備整備費の１／２以内を補助

②国庫補助対象施設・設備整備事業に対する

上乗せ補助（補助率：１／６以内）

③耐震診断事業費の２／３以内を補助（国補

助率１／２）
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Ⅲ 心豊かなしまね

１．教育の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

104 経対 専修学校進学者特別 53,199 ○高校新卒者の求人状況が厳しい中、就職希望 51,929 ○事業費精査 総務部

学校入学者に対して奨学金等を貸与 〔総務課〕

①奨学金（無利子）

・貸与人員 ３０名程度

・月額貸与 ３万円～７万円

②就学資金（有利子）

・貸与人員 １０名程度

・貸与額 ５０万円又は１００万円

【事業期間】Ｈ２３～Ｈ２６

105 公立大学法人島根県 886,830 ○県内の医療技術の高度化・専門化、医師不足 879,430 ○事業費精査 総務部

立大学看護学部設置 等に対応するため、医療・保健機関等に対し 〔総務課〕

（四年制大学化）事 て質の高い看護を提供できるよう、県立大学

業 短期大学部看護学科（出雲キャンパス）の四

年制大学化が必要であり、そのために必要な

経費について、公立大学法人島根県立大学に

対し補助
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Ⅲ 心豊かなしまね

２．多彩な県民活動の推進
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

106 経対 しまね社会貢献基金 50,000 ○ＮＰＯ等の自立的活動が円滑に進むよう活動 50,000 ○要求どおり 環境生活部

事業 基盤を支援 [環境生活総務課]

（新しい公共支援事 ①ＮＰＯ等の活動基盤支援事業

業関連） ・ＮＰＯ等が事業の健全性や透明性を確保

（しまね社会貢献基 し、社会的信用を高めていくことを目的と

金） し、会計基準の普及定着や情報公開の促進

等を図る説明会・研修会を実施

・住民・企業等からの寄付募集を支援するた

め、イベント研修会等を実施

②モデル事業支援事業（協働実践事業）

地域の課題解決に向けた行政とＮＰＯの連

携協働のモデル事業の推進と評価
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Ⅲ 心豊かなしまね

３．人権の尊重と相互理解の推進
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

107 女性保護事業 81,555 ○日常生活を営む上で様々な問題を抱えて悩む 83,083 ○単価の見直しによる 健康福祉部

女性について、広く相談に応じる事業やＤＶ ［青少年家庭課］

（配偶者からの暴力）被害者等をはじめ保護

が必要な女性を一時保護し、問題解決に向け

ての支援を実施

①女性相談事業

・女性相談センターや児童相談所に女性相談

員を配置し広く女性相談を実施

・県民への啓発のための講演会の開催や適切

な相談等を実施するための研修会等を実施

②ＤＶ被害者等保護事業

・ＤＶ被害等の理由で保護が必要な女性につ

いて、一時保護所において保護を実施

・自立の意志を持つＤＶ被害者等に対して自

立するまでの中間施設となる住居（ステッ

プハウス）を提供

・ＤＶ被害者等が一時保護所を退所する際に

必要な生活資金や住宅資金を貸付
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Ⅲ 心豊かなしまね

４．自然環境、文化・歴史の保全と活用
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

108 ☆ 未来へ引き継ぐ石見 130,347 ○世界遺産｢石見銀山遺跡｣を適正に管理し、文 130,444 ○単価の見直しによる 教育委員会

銀山保全事業 化的価値を高め未来へと継承していくため、 [文化財課]

調査研究、保存整備および情報発信を柱とし

て事業を実施する。

①世界遺産総合調査研究事業

・基礎調査研究

・テーマ別調査研究

・間歩調査

②世界遺産保存整備事業

・遺跡整備

・拠点施設整備、運営補助

・石見銀山基金造成

③世界遺産総合情報発信事業

・シンポジウム開催

・世界遺産登録記念事業

109 経対 地域グリーンニュー 376,798 ○県、市町村及び事業者等の行う地球温暖化対 376,798 ○要求どおり 環境生活部

ディール基金事業 策や不法投棄対策等を推進 [環境政策課]

（しまね環境基金） ①市町村公共施設省エネ・グリーン化推進事 [廃棄物対策課]

業

②小規模省エネエコ改修支援事業

③微量ＰＣＢ汚染廃電気機器等把握支援事業

④海岸漂着物地域対策推進事業

⑤不法投棄・散乱ごみ監視事業

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

110 水と緑の森づくり事 200,914 ○水と緑の森づくり税を財源とし、県民と協働 200,914 ○要求どおり 農林水産部

業 して荒廃森林の「水を育む緑豊かな森」への [林業課]

再生を促進

【事業内容】

①県民参加の森づくり

・みーもの森づくり事業

県民が企画・立案した森林の保全や利活用

の取組を支援

・みーもスクール

学校林を使用した森林教育など

・森づくり情報交流

情報誌発行など

・森づくりサポート体制の整備

森づくりサポートセンターの拡充

②緑豊かな森の再生

・放置森林での不要木の伐採、人家・田畑等

に侵入する竹林の伐採や松くい虫被害地で

の植栽

【事業期間】Ｈ２２～２６
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Ⅲ 心豊かなしまね

４．自然環境、文化・歴史の保全と活用（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

111 産業廃棄物減量促進 185,601 ○産業廃棄物減量税を財源とし、産業廃棄物の 184,552 ○事業費精査 総務部

事業 排出抑制・再生利用等による減量化の取組み [税務課]

を促進

①再資源化 環境生活部

・環境リサイクル連携推進事業 [環境政策課]

・循環資源利用促進施設整備費補助金 [廃棄物対策課]

・資源循環型技術開発事業

・資源循環型技術基礎研究実施事業 等 商工労働部

②環境教育 [産業振興課]

・県民の３Ｒ促進事業

・地域連携による省エネ・３Ｒ活動支援事業 教育委員会

・環境教育推進事業 等 [高校教育課]

③不法投棄防止 [義務教育課]

・不法投棄防止対策特別強化事業

④適正処理推進

・ＰＣＢ廃棄物処理推進事業

・エコアクション２１認証取得事業

・産業廃棄物最終処分場水質調査 等

⑤徴税費

112 新規 宍道湖・中海水環境 14,560 ○水質改善に向けた藻の回収モデルと藻の有効 14,560 ○要求どおり 環境生活部

保全・再生・賢明利 利用のための調査研究を実施 [環境政策課]

用推進事業 ①藻の湖外搬出モデル事業

②藻の産業利用に係る調査研究事業

○賢明利用推進のために、沿岸住民を中心とし

たラムサールネットワークの形成を推進

③ラムサールネットワーク形成事業

④KODOMOラムサール招致事業

⑤藻の回収等住民参加型イベント事業

⑥宍道湖・中海ポータルサイト（仮称）運用

事業

⑦中海・宍道湖一斉清掃事業
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Ⅲ 心豊かなしまね

４．自然環境、文化・歴史の保全と活用（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

113 新規 地球温暖化対策事業 10,000 ○温室効果ガスの現状、取組成果、取組方法な 10,000 ○要求どおり 環境生活部

（温室効果ガスの見 どについて「見える化」により地球温暖化対 [環境政策課]

える化事業関連） 策を推進

①温室効果ガス見える化プラン

・わかりやすい情報提供制度の構築

②エコライフチャレンジしまねシステム改修

・環境家計簿システムを参加しやすい仕様に

改め、家庭での取組手法等の情報を網羅し

たシステムとして再構築

③島根県地球温暖化防止活動推進員研修

・温室効果ガス見える化プランにより家庭で

の取組をサポートする推進員への研修を実

施

114 新規 森林病害虫等被害緊 58,450 ○急激に拡大しているナラ枯れ被害木周辺の面 0 ○事業を前倒して実施 農林水産部

経対 急対策事業 的伐採や、松くい虫等の被害を受けて枯損し、 （H22年度2月補正予算計上） [森林整備課]

倒木のおそれがある公共施設周辺の危険木の

伐倒処理等の取組を支援

【事業内容】

①ナラ枯れ伐採

【伐採面積】２０８ｈａ

【事業主体】素材生産業者等（チップ製造企

業等）

【補助単価】伐採 ２００千円／ｈａ

アクセス道 １千円／ｍ

②危険木処理

【実施規模】３１０㎥

【事業主体】市町村

【補助単価】３０千円／㎥×１／２
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Ⅲ 心豊かなしまね

４．自然環境、文化・歴史の保全と活用（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

115 ☆ 神話のふるさと「古 207,435 ○神話のふるさと「島根」推進事業の一環とし 197,554 ○事業費精査 教育委員会

新規 代出雲」展開催事業 て実施。 [文化財課]

【再掲】 いにしえの時代から受け継がれてきた「しま

ね」の古代文化の魅力を、広く県内外に発信

するため、東京・京都・島根において開催す

る古代出雲や出雲大社に関連する展覧会の準

備を行う。

県外巡回展の開催（京都、東京）（Ｈ２４）

古代出雲歴史博物館企画展及び特別展の開催

（Ｈ２３～Ｈ２５）

八雲立つ風土記の丘展示学習館企画展の開催

（Ｈ２４）

・展示品等制作

・広報、イベント

・展示映像制作

・図録作成

・会場設営

－49－



Ⅳ その他

（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

116 竹島領土権確立対策 14,510 ○「竹島の日を定める条例」の趣旨を踏まえ、 14,510 ○要求どおり 総務部

事業 問題解決に向けた国民世論の喚起を促す取組 ［総務課］

を実施

・竹島問題研究会による専門調査研究と情報

発信

・啓発パンフレットの作成など広報啓発活動

の実施

・竹島資料室による資料収集、展示

・竹島資料室改修工事

117 新規 島根県公文書センタ 55,820 ○歴史公文書の保存、一般県民の利用等を目的 53,138 ○事業費精査 総務部

ー（仮称）整備事業 とする施設となる島根県公文書センター（仮 ［総務課］

称）整備に要する経費

〔整備概要〕

・公文書センター備品整備 等

・歴史公文書保存用書架整備 等

・内外装補修費 等

118 市町村合併支援交付 500,000 ○合併特例法による市町村基本計画に定められ 500,000 ○要求どおり 地域振興部

金 た事業の実施等を支援 ［市町村課］

［交付先］

松江市、出雲市

[交付方法］

合併時に一括交付

［交付額］

２億５千万円／合併市

（前回の合併時に合併していれば交付し

た額と、過去に交付した額との差額）

119 新規 債権管理業務委託事 7,650 ○債権管理の適正化の取組として、県の債権（県 7,650 ○要求どおり 出納局

業 税及び県立病院、企業局の債権を除く）につ [審査指導課]

いて、債務者の所在・財産調査や債務の返済

の効率化及び返済額の増大を図るため、債権

管理業務の一部並びに相談業務を債権管理会

社等に委託

[委託概要]

①調査・回収業務

②相談業務
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